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コンパクトシティ形成支援事
業

予算
○立地適正化計画（防災指針）の策定・変更など計画策定や、災害ハザードエリアから、
居住誘導区域内への居住機能の移転促進に向けた調査に必要な経費を補助

・計画策定 2

居住誘導区域等権利設定
等促進事業（防災移転計画
の作成）

制度

○災害ハザードエリアからの住宅又は施設の移転に対して、市町村が主体となって移転
者等のコーディネートを行い、移転に関する具体的な計画を作成し、これを公告すること
で、計画に定めた所有権、賃借権等が設定又は移転され、権利設定を市町村が一括で登
記が可能

・施設移転
・住居移転

4

防災集団移転促進事業 予算
○自然災害が発生した地域又は災害のおそれのある区域内にある住居の集団的移転を
促進するため、移転先となる住宅団地の造成や、移転者の住宅建設等に伴う住宅ローン
の利子相当額、移転経費の補助に要する経費等を補助

・住居移転 5

都市構造再編集中支援事
業（施設整備支援）

予算

○病院・福祉施設等の都市機能誘導施設の災害ハザードエリアからの自主的移転を促進
するため、市町村や民間事業者等が行う施設整備に対して費用を支援
（民間事業者において、災害ハザードエリアから都市機能誘導区域内に施設を移転する
場合、整備に係る補助対象事業費を１．２倍にかさ上げ）
●防災指針に位置づけられた事業で災害ハザードエリアから移転する場合、都市機能誘
導施設整備の支援要件を緩和

・施設移転 6～7

がけ地近接等危険住宅移
転事業（住宅・建築物安全
ストック形成事業）

予算
○がけ崩れ、土石流、雪崩、地すべり、津波、高潮、出水等の危険から住民の生命の安
全を確保するため、災害危険区域等の区域内にある既存不適格住宅等の移転を行う者
に対し補助金を交付する地方公共団体に対して交付金を交付

・住居移転 8

宅地被害防止事業 制度
○宅地地盤の活動崩落又は液状化の被害の防止を促進する事業（宅地被害防止事業）
について立地適正化計画に記載し公表した場合、宅地造成等規制法の業務を当該市町
村が行うことができる

・盛土造成地の被害防止 10

宅地耐震化推進事業 予算
○大規模盛土造成地における活動崩落や液状化による宅地の被害を軽減するため、変
動予測調査に要する費用や、対策工事に要する費用を補助
●変動予測調査等に必要な費用に対する交付率の嵩上げ（1/2、通常1/3）を延長

・盛土造成地の被害防止 11～12

都市再生区画整理事業 予算

○居住誘導区域内の浸水被害の防止・低減を図るため、立地適正化計画に位置づけた
防災対策として実施する土地区画整理事業について、土地の嵩上げ費用を補助限度額
の算定項目に算入することが可能
●防災指針に基づく総合的な浸水対策として実施する事業や高規格堤防の整備と連携し
た事業について、重点地区の対象に追加し重点的な支援や、公共施設用地の取得等へ
の支援を拡充

・土地の嵩上げ 13～14

住宅市街地総合整備事業
（密集住宅市街地整備型）

予算
○密集住宅市街地において、老朽住宅等の建替えと公共施設の整備を促進し、住環境改
善、防災性の向上等を図るため、住宅市街地の再生・整備を総合的に行う。

住宅市街地の防災性向上 15

小規模住宅地区改良事業 予算

○地方公共団体が移転勧告等を行った住宅など不良住宅が集合すること等により生活環
境の整備が必要とされる地区における、住環境の整備改善又は災害の防止のための、不
良住宅の除却、従前居住者向けの住宅（小規模改良住宅）の建設、生活道路の整備等に
ついて補助

災害リスクのある場所を含む
地区の住環境の整備

16

都市構造再編集中支援事
業（施設整備支援）

予算

○持続可能で強靱な都市構造へ再編を図るため、立地適正化計画に基づく、都市機能や
居住環境の向上に資する公共公益施設の誘導・整備、防災力強化の取組（避難所の改
修等）等に対し支援
●医療・福祉施設等の整備にあたって、ピロティ化、止水板の設置及び電源設備の高層
階設置等の防災対策を行う場合、補助対象事業費の上限額を引き上げ
●立地適正化計画に基づく道路整備や都市開発事業等と一体的に実施され、災害時に
防災拠点や一時滞在施設等にエネルギーを供給する分散型エネルギーシステムの整備
を支援

・防災に資する施設整備 18～19

市街地再開発事業等 予算
○地区計画に定められている等一定の要件を満たす広場の整備について補助
●まちなかウォーカブル区域等で実施される市街地再開発事業等において整備される広
場等を補助対象に追加

・都市の防災性向上にも資
する広場等整備

20

災害危険区域 制度
○津波、、高潮、出水等による危険の著しい区域を災害危険区域として条例で指定し、住
居の用に供する建築の禁止等、建築物の建築に関する制限で災害防止上必要なものを
当該条例で定めることができる。

・住宅の防災性向上
・建築物の誘導（災害ハザー
ドエリアにおける立地抑制）

21

住宅・建築物安全ストック形
成事業（住宅・建築物耐震
改修事業、災害危険区域内
建築物防災改修等事業）

予算

○土砂災害特別警戒区域内の既存建築物であって、土砂災害に対する構造耐力上の安
全性を有していないものに対して、改修に必要な費用を支援
○住宅や建築物の耐震補強設計や耐震改修、建替え又は除却を支援
●災害危険区域を指定しやすい環境整備及び区域内における既存不適格建築物の安全
性向上のため、建築制限に適合させる改修費用等の一部を補助する事業を追加

住宅市街地の防災性向上 22～27

地すべり等関連住宅融資
（住宅金融支援機構）

金融
○地すべりや急傾斜地の崩壊による被害を受けるおそれのある住宅の移転又は代替住
宅の建設等を行う際に必要な資金を貸し付け

・住居移転 28

フラット35地域活性化型（防
災対策）（住宅金融支援機
構）

金利優遇
○住宅の防災・減災対策に取り組むため、国土強靱化地域計画や地域防災計画等を策
定している地方公共団体による、雨水浸透施設や浸水防止用設備の対策への財政的支
援とあわせて、フラット35の金利を引き下げる

・住宅の防災性向上 29

建築物における電気設備の
浸水対策ガイドライン

技術資料
○マンションの地下部分に設置されていた高圧受変電設備が冠水し、停電した事案を踏
まえて作成された建築物における電気設備の浸水対策のあり方に係るガイドライン

・住宅の防災性向上 30～32

まちづくりにおける防災・減災対策に係るパッケージ支援施策（概要一覧）

○既存制度
●令和３年度概算要求において拡充要求の施策（青字）

　１．計画策定に係る支援

　２．居住・施設の移転に係る支援

　３．居住地の面的整備に係る支援

　４．居住・施設等の整備に係る支援

資料４－１
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まちづくりにおける防災・減災対策に係るパッケージ支援施策（概要一覧）

○既存制度
●令和３年度概算要求において拡充要求の施策（青字）

資料４－１

消防防災施設整備費補助
金

予算 ○耐震性貯水槽や備蓄倉庫等の消防防災施設の整備に要する経費の一部を補助 ・消防防災施設の整備 34

都市防災総合推進事業 予算

○避難地・避難路等の公共施設整備や、この周辺の建築物の不燃化、木造老朽建築物
の除却及び住民の防災意識向上等を推進し、防災上危険な市街地における地区レベル
の防災性の向上を図る取組について支援
●新型コロナウイルス感染症拡大を契機として求められる対応として、避難場所に地する
感染症対策に資する機能強化を支援対象化

・避難地・避難路等の整備
・備蓄倉庫、非常用発電施設
の整備
・建築物の防災性向上
・ソフト対策
・避難場所等の感染症対策
等

35、37

地下街防災推進事業 予算

○地下街の安全点検や、「地下街防災推進計画」の策定を支援するとともに、計画に基づ
く避難通路や地下街設備の改修、浸水防止対策等について支援
●新型コロナウイルス感染症拡大を契機として求められる対応として、避難時の３密状態
における感染リスクを下げるための換気設備及び開口部の改修を支援対象化

・避難通路の改修
・感染症対策　等

36～37

避難地となる防災公園の整
備

予算

○避難地、避難路、広域防災拠点等となる都市公園の整備や、災害発生時に住民が安
全に避難できるよう備蓄倉庫や耐震性貯水槽など災害応急対策施設の整備を支援
●政令市等一定規模の都市や、地震の対策が必要な都市に加え、立地適正化計画を策
定し、防災指針に基づく防災・減災地策に取り組む都市を対象都市に追加

・防災公園（避難場所等）の
整備

38～39

都市公園安全・安心対策緊
急総合支援事業（バリアフ
リー化事業）

予算

○都市公園のバリアフリー化を集中的かつ重点的に進め、施設の利便性や安全性の向
上を図るとともに、災害時の避難等を円滑にし、地域の防災力向上を図る取組を支援
●令和２年度末を期限としたバリアフリー法に基づく基本方針における整備目標の見直し
を踏まえ、期間延長を行う

・防災公園（避難場所等）の
整備

40

土砂災害対策道路事業補
助制度

予算
○砂防事業と連携して実施する地方公共団体における重要物流道路等の土砂災害対策
事業を支援

・道路の土砂災害対策 41

地域防災拠点建築物整備
緊急促進事業

予算
●地域の防災拠点となる建築物の整備を促進するため、大規模な建築物の耐震化並び
に大規模災害時に大量に発生する避難者及び帰宅困難者等を一時的に受け入れる施設
の整備をワンパッケージで重点的に支援

・大規模な建築物等の耐震
化及び避難場所までの避難
路等の確保
・地震時の帰宅困難者等へ
の対応
・水害時の避難者への対応

42

地区防災計画 制度
○住民等が地区の防災計画を策定し､市町村へ提案できる計画制度であり、市町村防災
会議において地域防災計画に反映される。

・地区ごとの避難体制等の確
立

43,44

グリーンインフラ活用型都市
構築支援事業

予算

○公園における雨水貯留施設の整備による災害低減、周辺の経済価値増進、生産性向
上への寄与など緑が持つ多面的な効果に着目し、緑地・緑化等の創出・配置を図る取組
を支援
●防災指針等の防災・減災関連の計画と連携した取組について、補助対象事業に既存緑
地の保全利用施設の整備を追加

・内水対策 39、46

総合流域防災事業 予算
○流域単位で、包括的に水害・土砂災害対策の施設整備等（準用河川の河川改修、移動
式排水施設の整備、二線堤の整備等）を支援

・河川改修
・排水施設の整備
・二線堤の整備

47

浸水被害軽減地区の指定 税制
○既存の二線堤等、洪水が氾濫した場合における浸水範囲の抑制に有効な箇所を浸水
被害軽減地区に指定することにより、当該土地に対する固定資産税及び都市計画税を減
免

・二線堤等の保全（河川氾濫
による浸水の軽減）

48

雨水貯留浸透施設整備 予算

○河川への雨水の流出を抑制するための雨水貯留浸透施設の整備等を地方公共団体
が実施するための費用を支援
●特定都市河川浸水被害対策法に基づき、河川管理者、下水道管理者以外の地方公共
団体又は民間企業による雨水貯留浸透施設整備に係る交付率を嵩上げ（1/2←1/3）
●民間企業による雨水貯留浸透施設整備について、下水道区域のみでなく、下水道区域
外におけるものも公布対象化

・内水対策
・河川氾濫リスクの低減

49～50

浸水被害対策のための雨
水貯留浸透施設の整備に
係る特例措置

税制
●流域内の浸水被害を防止・軽減させるため、民間事業者等による雨水貯留浸透施設に
ついて、当該施設に係る固定資産税を非課税とする

・内水対策 51

下水道事業に係る交付金
（下水道浸水被害軽減総合
事業）

予算
○一定規模以上の雨水管、雨水ポンプ場、雨水貯留施設等の貯留・排水施設の整備に
対し交付金を交付（一定規模以上の浸水被害の実績がある地区等においては、通常より
も小規模な貯留・排水施設の整備やソフト対策についても交付）

・内水対策 52

下水道床上浸水対策事業 予算
○浸水被害のリスクが高い都市機能集積地区等における早急な再度災害防止を図るた
め、下水道整備による浸水対策を集中的に支援

・内水対策 53

事業間連携下水道事業 予算
○内水による深刻な影響を回避するため、河川事業と一体的かつ計画的に実施する下水
道整備を集中的に支援

・内水対策 53

大規模雨水処理施設整備
事業

予算
○計画的な整備や適切な機能確保を図るため、大規模な雨水処理施設の設置又は改築
を集中的に支援

・内水対策 53

浸水防止用設備に係る課税
標準の特例措置

税制
○浸水想定区域内の地下街等の所有者又は管理者が、水防法で規定する避難確保・浸
水防止計画に基づき浸水の防止に資するために取得する浸水防止用設備（止水板、防水
扉等）を支援

・内水対策（外水、高潮等に
も対応可）

54

　５．避難施設・避難体制の整備に係る支援

　６．浸水リスクの低減のための施設整備等に係る支援
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